
沖縄県議会のあゆみ

はじめに
沖縄県は、1879（Ｍ 12）年の廃藩置県により日本の一県と

なりました。しかしながら、議会制については、他都道府県よ
り30 年も遅れた 1909（Ｍ 42）年に「沖縄県会」が初めて創
設されました。

以来、復帰 50 年に当たる2022（Ｒ４）年で満 113 年にな
ります。その間の沖縄県議会のあゆみは、制度的にも「府県制」

「米国民政府布告・布令」「地方自治法」等による議会制が適
用されるなど、他都道府県に例がない変遷を重ねてきました。

復帰後、沖縄県の経済社会は、５次にわたる沖縄振興計
画の「本土との格差是正」と「自立型経済の構築」の取り組み
の中、沖縄都市モノレールの開設などに見る社会資本整備の
確かな拡充、堅調に推移する入域観光客数と観光産業の目覚
ましい進展などがありました。近年は、世界的に猛威を振るう
新型コロナウイルス感染症が、社会全体に大きな打撃を与え
続けており、現在、沖縄県は、従来の活況を少しずつ取り戻し
ながら、さらなる飛躍を目指して新たなステージに立っています。

このような中、沖縄県議会は、県の議決機関として県民の
負託に応えるべく、2012（Ｈ 24）年に「沖縄県議会基本条例」
を制定するなど、その機能の行使に全力を挙げてきました。沖
縄県議会において復帰後に対処した予算・条例・意見書等は、
9,052 件に達し、そのうち1,134 件は関係省庁等に要請するた
めの意見書（708 件）及び決議（426 件）となっています。

沖縄県議会は、復帰 50 年を迎えた本年、「沖縄の諸課題
を解決し、真に平和で豊かな沖縄県を目指す本土復帰 50 年
に関する意見書及び決議」を全会一致で可決しました。全国
平均の約７割に低迷する県民所得、事件・事故が相次ぐ米軍
基地問題など多くの課題解決のため、これからも全力を尽くす
所存です。

１ 沖縄県議会の移り変わり

沖縄県議会の移り変わりは、大きく分けて３段階に区分さ
れます。

○沖縄県会創立（1909（Ｍ 42）年６月）から太平洋戦争　
　終了前日（1945（Ｓ20）年８月14 日）まで
○終戦から本土復帰前日（1972（Ｓ47）年５月14 日）まで
○本土復帰（1972（Ｓ 47）年５月15 日）以降
沖縄県の議会制は、他都道府県より30 年も遅れ、1909（Ｍ

42）年４月「沖縄県ニ関スル府県制特例ノ件」（明治 42 年勅
令第 20 号）によって、「沖縄県会」が創設されました。第１
回の県会議員選挙は、同年５月に執行され、以来、戦争中の
1942（Ｓ17）年４月まで県会議員選挙は９回行われました。

終戦後、米軍占領下の沖縄群島においては、戦時中の議
員からなる「沖縄議会」が 1946（Ｓ21）年４月 26 日に設置

されましたが、1949（Ｓ24）年 10 月19 日に解散され、新た
に「沖縄民政議会」が設置されました。これらは、知事の諮
問機関としての性格しか与えられず、議会本来の権能は大幅に
抑制されていました。一方、宮古、八重山、奄美大島の各群
島においても沖縄群島とほぼ同様な議会が設置されました。

1952（Ｓ27）年４月１日、各群島政府を一つにまとめた琉
球政府が誕生し、立法機関として「立法院」が置かれました。
立法院は、琉球政府の立法機関として、復帰までの約 20 年
間にわたり、米国民政府の布告・布令の制約下にありながらも、
県代表としての立場から、立法活動を通して自治権の拡大と県
民福祉の向上等に努めてきました。

本土復帰の1972（Ｓ 47）年５月15 日、立法院は、日本国
憲法と地方自治法に基づく「沖縄県議会」へ変わりました。新
生沖縄県の初の県議会議員選挙は、同年６月 25 日に執行さ
れ、44 人の議員が選出されました。以来、現在まで 13 回の
県議会議員選挙が行われ、現在の議員定数は 48 人となって
います。

こうして、1909（Ｍ 42）年に初めて創設された沖縄県会以来、
何度か移り変わってきた議会制度も、復帰により改めて他都道
府県と同じとなり、沖縄県議会として現在に至っています。

２ 沖縄県議会の組織等

（1）沖縄県議会議員の変遷
沖縄県は、1972（Ｓ 47）年５月15 日に日本国憲法の下で、

地方自治法に定める県となり、また、議会にあっては、「立法院」
から「沖縄県議会」へと移行しました。

沖縄県議会の議員の選挙は、「沖縄の復帰に伴う特別措置
に関する法律」の施行の日から起算して 50 日を超えない範囲
内で行うことになり、その間は、従来の立法院議員の職にある
者が沖縄県議会議員としてみなされることになりました。

復帰後初めての県議会議員の選挙は、県知事選挙と同時に
1972（Ｓ 47）年６月 25 日に執行され、44 人の議員が誕生し
ました。

その後、人口の増加に伴い定数条例が改正され、議員定数
は 1976（Ｓ51）年６月13 日には 46 人になり、そして、1984（Ｓ
59）年６月10 日には 47人になりました。さらにその後、1985

（Ｓ 60）年の国勢調査に基づいて割り出された議員の法定数
は 48 人になりましたが、昭和 62 年第６回沖縄県議会（臨時会）
において「沖縄県議会議員の定数を減少する条例」を可決し、
議員定数を 47人に減じました。その後も本県の人口は増加し
続け、1990（Ｈ２）年の国勢調査における議員の法定数は 49
人になりましたが、平成３年第 6 回沖縄県議会（定例会）に
おいても「沖縄県議会議員の定数を減少する条例」を可決し、
議員定数を 48 人に減じました。

さらに、2000（Ｈ12）年の地方自治法改正により、都道府

県議会の議員の定数は条例で定めることとなったことから、平
成 15 年第４回沖縄県議会（定例会）において、議員定数を
48 人と定めた「沖縄県議会議員の定数並びに選挙区及び各
選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例」を可決し、
2004（Ｈ16）年６月６日執行の一般選挙以降、議員定数は
48 人となっています。

また、従来の都道府県議会議員の選挙区は、公職選挙法
の規定により郡市の区域によることとされていましたが、2013

（Ｈ 25）年の同法改正により、１つの市の区域、１つの市と隣
接する町村を合わせた区域又は、隣接する町村を合わせた区
域のいずれかによることを基本とし、条例で定めることとされ
ました。そこで、地域の情勢及び要望を踏まえ、平成 27 年第
２回沖縄県議会（定例会）において、従来の「那覇市区」「島
尻郡区」及び「南城市区」の３つの選挙区を変更し、島尻郡
区の南部離島７町村と那覇市を合わせて「那覇市・南部離島
選挙区」とし、与那原町、南風原町、八重瀬町と南城市を合
わせて「島尻・南城市選挙区」とする「沖縄県議会議員の定
数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に
関する条例の一部を改正する条例」を可決し、2016（Ｈ 28）
年６月５日執行の一般選挙以降、現在の各選挙区となってい
ます。

選挙区図と定数
2016（Ｈ 28）年県議会議員一般選挙以降
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